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Ⅳ-1 人事に関する計画

（1） 大学との人事交流 （1/1 ページ目）

法人全体 【書式Ａ】 施設名 処理番号 3500 

 
中項目 1 人事に関する計画 
 
事業名 (1) 近隣大学等との交流を進め、優秀な人材を確保する。 
 
事業概要 近隣大学等との交流を進め、優秀な人材を確保する。 
 
担当者 担当部課 本部総務企画課 事業責任者 総務企画課長 山内浩一 
 
実績・成果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〈事務系職員〉 
・本部事務局及び各施設において、東京大学、京都大学、大阪大学、九州大学及び西洋美
術館等との人事交流を実施し、人材の確保と適材適所の人員配置を行った。 

・また、東京都特別区及び新聞社との人事交流を実施し、職員の能力向上を図った。 
〈研究系職員〉 
・職員の適性・能力、年齢構成及び業務の効率化など総合的に勘案し、新規に研究職員を 8

名採用した。 
・また、文化庁（13 名）との人事交流を行っている。 

 

年度 
本部・東京国

立博物館 

京都 

国立博物館

奈良 

国立博物館

九州 

国立博物館

東京文化財

研究所 

奈良文化財

研究所 

年度計

（人）

１４ 

14（東大） 12（京大） 5（阪大、京

大、奈教大）

2（九大） 6（東大、医

科歯科大、千

葉大） 

12（京大、阪

大、京工繊

大、日文研）

５１ 

１５ 

11（東大） 11（京大） 5（阪大、京

大、奈教大）

2（九大） 6（東大、医

科歯科大、千

葉大） 

13（京大、阪

大、京工繊

大、日文研）

４８ 

１６ 

12（東大） 11（京大） 6（阪大、京

大、奈教大）

5（九大） 7（東大、医

科歯科大、千

葉大） 

11（京大、阪

大、滋賀大、

京工繊大） 

５２ 

１７ 

12（東大） 10（京大） 8（阪大、京

大、奈教大、

阪教大、奈女

大） 

6（九大、東

大） 

6（東大、医

科歯科大、千

葉大） 

10（京大、阪

大、滋賀大）
５２ 

１８ 

11（東大、西

美） 

10（京大） 6（阪大、京

大、阪教大、

奈女大） 

6（九大、東

大） 

6（東大、医

科歯科大、千

葉大） 

9（京大、阪

大、滋賀大、

滋賀医科大）

４８ 

 

13（東大、医

科歯科大、西

美、政研大） 

11（京大） 

１９ 

7（阪大、京

大、阪教大、

奈教大） 

6（九大、東

大、九工大）

5（東大、医

科歯科大、千

葉大） 

7（京大、阪

大、滋賀大、

滋賀医科大）

４９ 

 
 
定性的評価 
（目標に対す
る成果の達成
状況） 
 
 

・ 評価できる成果としては、事務系職員において、近隣大学等との交流数が平成 18 年度の
11 法人から今年度は 13 法人に増加し、他法人との交流の幅を拡大した。また、人事交流
者数も平成 18 年度の 48 名から今年度は 49 名に増加し、優秀な人材を確保し、計画に対
し順調に成果をあげている。 

・ 今後の課題としては、事務系職員において、他法人からの受け入れが交流の中心となって
いるが、今後は双方向の人事交流を増加させる必要がある。 

・ 研究職員については、文化庁との双方向の人事交流が行われているが、交流の多様化と交
流先の拡大を図る必要がある。 

 
項目 実績 目標値 評価 定量的評価 

    
 

 
中 期 計 画 期
間における進
捗状況 

中期計画に対して、順調に成果をあげている。 
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Ⅳ-1 人事に関する計画

（2） 職員の資質向上 （1/1 ページ目）

 
法人全体 【書式Ａ】 施設名 処理番号 3600 

 
中項目 1 人事に関する計画 
 
事業名 (2) 各種研修を積極的に実施し、また、職員を外部の研修に派遣するなど、その資質の向上

を図る。 
 
事業概要 
 
 

各種研修を積極的に実施し、また、職員を外部の研修に派遣するなど、その資質の向上を図
る。 

 
担当者 担当部課 本部総務企画課 事業責任者 総務企画課長 山内浩一 
 
実績・成果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

機構職員としての資質向上を図るため、新任職員や職員を対象とした各種研修（3件）を実
施した。 

また、他機関で実施する研修に積極的に参加した。 
 

研修名称 日程 受講対象者 受講者数 

新任職員研修会 
H19.7.17～ 
  H19.7.19 

平成 18 年度以降の新任
職員 

23 人 

接遇研修 

平成 18 年度以降の新任
職員及び東京国立博物館
職員（お客様対応を主な
職務とするもの） 

H19.7.17 27 人 

個人情報保護について
の講演会 

H19.7.18 

平成 18 年度以降の新任
職員及び本部事務局、東
京国立博物館全職員及び
近隣独立行政法人職員 

約 100 人 

 

 
定性的評価 
（目標に対す
る成果の達成
状況） 
 
 

・ 新任職員に対しては、機構職員としての必要な業務・組織等についての基礎的知識及び執
務要領を修得させ、新任職員の資質の向上を図ることができた。 

・ 接遇研修の企画及び実施により、機構職員としての資質向上を図るとともに、修得した知
識等（お客様からの苦情への対応方法等）を業務に反映させることができた。 

・ 「独立行政法人等の保有する個人情報の適切な管理のための措置に関する指針について」
に基づき、保有個人情報の取扱いに従事する職員に対し、保有個人情報の取扱いについて、
理解を深め、個人情報の保護に関する意識の高揚を図ることができた。 

 

 
項目 実績 目標値 評価 定量的評価 

 
 

研修機会の提供 － － 3 件

 
中 期 計 画 期
間における進
捗状況 

中期計画に対して、順調に成果をあげている。 

 
 
 
 



 Ⅳ-1 人事に関する計画

（3） 非公務員化のメリットを活かした制度設計 （1/1 ページ目） 
法人全体 【書式Ａ】 施設名 処理番号 3700 

 
中項目 1 人事に関する計画 
 
事業名 (3) 非公務員化のメリットを活かした制度の活用 
 
事業概要 
 
 

非公務員化のメリットを活かした制度の活用 

 
担当者 担当部課 本部総務企画課 事業責任者 総務企画課長 山内浩一 
 
実績・成果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 技術職員及び技能・労務職員について、特殊技術及び技能を持つ優れた人材を確保するた
め、機構独自で採用可能とする規定の整備を行った。 

・ 規定の整備後、初めて技術職員（写真技士）を京都国立博物館で１名、また労務職員（衛
士）を奈良国立博物館で１名について独自の選考採用を実施した。 

 
定性的評価 
（目標に対す
る成果の達成
状況） 
 
 

・ 18 年度までは、一般職員は「関東甲信越地区国立大学法人等職員採用試験」に基づき採
用を行っていたが、規定の整備によって、19 年度より技術職員及び技能・労務職員につ
いての採用を可能とした。 

・ 選考の方法等については、さらに検討し、改善していく必要性があると考える。 
・ 研究職員においても、人事の流動化を図りたいが、退職手当の通算の問題があるので、難

しい状況にある。 

 
項目 実績 
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目標値 評価 定量的評価 
   －  

 

 
中期計画に対して、順調に成果をあげている。 中 期 計 画 期

間における進
捗状況 

 
 
 




